
令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証

国庫補助額 交付金 一般財源

1 地域消費活性化事業 地域振興課

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り外出自粛や営業自粛などで未だに
沈滞化している地域内の消費を活性
化するため、全町民に商品券を配布
することで消費活動、事業者の営業活

R4.4.22 R5.3.3 73,329,364 73,329,000 364

事業費補助金69,456,000
円、事務費補助金2,600,221
円、郵送料1,232,773円、需
用費40,370円

商品券による消
費金額　71,300
千円

商品券による消
費金額　69,456
千円

全町民へ商品券を配布すること
で、外出自粛や営業自粛などで
沈滞化している地域内の消費を
活性化することができた。

非常に効果的
であった

全町民へ商品券を配布し、消費
することで、家計の負担軽減や
中小企業・小売店等への支援、
地域活性化につながった。

2
地域の魅力情報発信
動画作成事業

地域振興課

新型コロナウイルス感染症の影響で減
少した観光客の回復を図るため、地域
の魅力情報発信動画を作成すること
で観光客誘致を図る。

R4.6.20 R5.3.22 2,076,250 2,076,000 250 動画作成委託費2,076,250円
動画作成本数　4
本

動画作成本数　４
本

作成した動画を用いて、国内外
に地域の魅力をPRすることがで
きた。

非常に効果的
であった

動画作成により、コロナ収束後を
見据えた地域のPRを効果的に
行うことで観光需要の喚起につ
ながった。

3
押印見直し例規整備
事業

総務企画課

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止に向けて行政手続き等における
押印見直しを実施するため、例規整備
支援業務を委託する。

R4.4.1 R5.3.24 1,100,000 1,100,000 0
押印見直し例規整備等支援
業務委託費1,100,000円

押印見直し対象
例規数　49件

押印見直し対象
例規数　193件

行政手続き等における押印廃止
により、利便性の向上、手続きの
簡素化が図られた。

非常に効果的
であった

押印廃止によって手続きにかか
る負担軽減や接触機会が減少
することで感染防止対策につな
がった。

4
ウェブ会議環境整備
事業

総務企画課
保健福祉課
教育課

新型コロナウイルス感染症の影響によ
るウェブ会議の拡大に対応するため、
プロジェクタ等のウェブ会議用備品を
整備する。

R4.4.14 R5.3.23 1,303,764 1,303,000 764

プロジェクタ217,360円、プロ
ジェクター台36,916円、HDMI
ケーブル19,030円、スクリー
ン33,693円、スピーカーフォ
ン36,300円×3台＝108,900
円、専用拡張マイク18,535円
×3個＝55,605円、ディスプレ
イ168,300円、ディスプレイス
タンド27,500円、HDMIケーブ
ル19,580円、ノートパソコン
144,320円、Zoomアカウント
登録手数料41,800円、ディス
プレイ165,880円×2台＝
331,760円、ディスプレイスタ
ンド33,000円×2台＝66,000
円、HDMIケーブル16,500円
×2本＝33,000円　計
1,303,764円

プロジェクタ整備
台数　1台
スピーカーフォン
整備台数　3台
ディスプレイ整備
台数　3台
ノートパソコン整
備台数　１台

プロジェクタ整備
台数　1台
スピーカーフォン
整備台数　3台
ディスプレイ整備
台数　3台
ノートパソコン整
備台数　１台

ウェブ会議の機会が増える中
で、プロジェクタ、スピーカーフォ
ン、ディスプレイ、ノートパソコン
を整備したことでウェブ会議の環
境が整った。

非常に効果的
であった

ディスプレイやプロジェクタの整
備により、複数人でのウェブ会議
が可能となり、感染防止対策を
図りつつ、業務効率の向上につ
ながった。

5
水道事業会計繰出・
補助

建設水道課

新型コロナウイルス感染症及び原油・
物価高騰の影響を受ける水道事業全
加入者を対象に水道基本料金全額の
減免措置を行い、個人・事業者を支援

R5.3.7 R5.3.16 25,119,000 23,880,000 1,239,000
減免経費27,600千円（約
9,200千円／月×3カ月）

減免措置による
支援件数　4,175
件・3カ月

減免措置による
支援件数　4,177
件・3カ月（4、5、6
月分）

感染症の影響を受けた全ての世
帯の水道基本料金を減免するこ
とで、家計負担を軽減することが
できた。

非常に効果的
であった

感染症の影響を受けた全ての世
帯の水道基本料金を減免するこ
とで、家計負担軽減につながっ
た。

6
水道事業会計繰出・
補助（その２）

建設水道課

新型コロナウイルス感染症及び原油・
物価高騰の影響を受ける水道事業全
加入者を対象に水道基本料金全額の
減免措置を行い、個人・事業者を支援
する。

R5.3.7 R5.3.16 25,362,000 24,110,000 1,252,000
減免経費27,600千円（約
9,200千円／月×3カ月）

減免措置による
支援件数　4,175
件・3カ月

減免措置による
支援件数　4,184
件・3カ月（10、
11、12月分）

感染症の影響を受けた全ての世
帯の水道基本料金を減免するこ
とで、家計負担を軽減することが
できた。

非常に効果的
であった

感染症の影響を受けた全ての世
帯の水道基本料金を減免するこ
とで、家計負担軽減につながっ
た。

7
中小企業等事業継続
支援金（その１）

地域振興課

コロナ禍において原油価格・物価高騰
等の影響を受けた中小企業や個人事
業主(農業、漁業者含む)に対し、事業
を継続することができるよう支援金を給
付する。

R4.11.10 R5.2.24 22,620,000 22,560,000 60,000

事業復活支援金受給者141
事業者×120千円＝16,920
千円
その他事業者95事業者×60
千円＝5,700千円

支援事業者数
270事業者

支援事業者数
236事業者

物価高騰等の影響を受ける中
小企業や個人事業主(農業、漁
業者含む)に支援金を給付する
ことで、事業の継続・回復する支
援につながった。

非常に効果的
であった

中小企業や個人事業主(農業、
漁業者含む)に支援金を給付す
ることで、感染対策を講じながら
事業の継続・回復する支援につ
ながった。

8
中小企業等事業継続
支援金（その２）

地域振興課

コロナ禍において原油価格・物価高騰
等の影響を受けた中小企業や個人事
業主(農業、漁業者含む)に対し、事業
を継続することができるよう支援金を給
付する。

R4.11.10 R5.2.24 10,920,000 10,860,000 60,000
事業者182事業者×60千円
＝10,920千円

支援事業者数
200事業者

支援事業者数
182事業者

物価高騰等の影響を受ける中
小企業や個人事業主(農業、漁
業者含む)に支援金を給付する
ことで、事業の継続・回復する支
援につながった。

非常に効果的
であった

中小企業や個人事業主(農業、
漁業者含む)に支援金を給付す
ることで、感染対策を講じながら
事業の継続・回復する支援につ
ながった。

9
高速バスラッピング広
告事業

総務企画課

新型コロナウイルス感染症の影響が長
期化し、観光等の利用客の減少が続
いているため、高速バスへのフルラッ
ピング広告を掲出することで地域のＰ
Ｒを行い、観光客の回復を図る。

R4.10.13 R5.1.31 2,601,000 2,600,000 1,000
施工費1,281,000円、宣伝費
1,320,000円

ラッピングバス走
行台数　1台

ラッピングバス走
行台数　1台

東京・羽田空港行きの高速バス
にラッピング広告を掲出し、地域
のPRを行った。

非常に効果的
であった

高速バスへラッピング広告を掲
出することで地域のＰＲを行い、
収束後を見据えた広域観光需
要の喚起及びバス事業者の支
援につながった。

10
公共交通事業者事業
継続支援金

総務企画課
新型コロナウイルス感染症及び燃料費
高騰の影響を受けるタクシー事業者を
支援するため、支援金を交付する。

R4.10.4 R4.10.14 140,000 140,000 0
基本額10万円＋車両1台あ
たり1万円×4台＝14万円

タクシー事業者
支援者数　1社

タクシー事業者
支援者数　1社

町内唯一の事業者に支援金を
交付することで、事業継続が図
られた。

非常に効果的
であった

タクシー事業者に補助金を交付
することで、事業継続など支援
につながった。

11
飼料価格高騰緊急支
援金

地域振興課

新型コロナウイルス感染症及び輸入飼
料等の物価高騰の影響を受ける畜産
事業者を支援するため、支援金を交
付する。

R4.11.14 R4.11.25 1,598,000 1,500,000 98,000

乳用牛1頭あたり10千円×
155頭＝1,550,000円
肉用牛1頭あたり4千円×12
頭＝48,000円

畜産事業者支援
者数　6者

畜産事業者支援
者数　6者

町内すべての畜産事業者に事
業規模に応じて支援金を交付し
たことにより、経営の安定及び生
産振興が図られた。

非常に効果的
であった

飼料価格の高騰、個体販売の
売上が伸びない中、事業継続の
一助となり、廃業者はない。

12
地域消費活性化事業
（その２）

地域振興課

新型コロナウイルス感染症及び原油・
物価高騰の影響を受ける生活者（全
町民）に対して商品券を発行して消費
を下支えする。

R4.10.31 R5.3.3 36,804,971 36,715,000 89,971

商品券発行に係る経費（事業
費補助金34,239,500円、事
務費補助金1,371,333円、郵
送料1,148,488円、需用費

商品券による消
費金額　35,095
千円

商品券による消
費金額　34,240
千円

全町民へ商品券を配布すること
で、物価高騰の影響を受けてい
る生活者（町民）の消費を下支
えすることができた。

非常に効果的
であった

全町民へ商品券を配布し、消費
することで、家計の負担軽減や
中小企業・小売店等への支援、
地域活性化につながった。

13
循環バス抗菌処理事
業

総務企画課

新型コロナウイルス感染症対策のた
め、バス車内の抗菌コーティング実施
し、利用者が安心して利用できる環境
を整備する。

R4.12.19 R4.12.27 105,600 105,000 600 52,800円×2台＝105,600円
抗菌済バス台数2
台

抗菌済バス台数2
台

利用者が安心して利用できる環
境を整備することができた。

非常に効果的
であった

町営循環バス車内に抗菌抗ウイ
ルス加工を施すことで、感染予
防と安心して利用できる環境整
備を図ることができた。

総事業費
財源内訳

目標値 実績値

実績

経費内訳

成果目標

事業実施による成果

事業実施による効果（感染拡大防止、経済効果等）

効果 具体的な理由
Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課 事業概要

事業開始
年月日

事業完了
年月日
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14
スクールバス抗菌処
理事業

教育課

新型コロナウイルス感染症対策のた
め、バス車内の抗菌コーティング実施
し、利用者が安心して利用できる環境
を整備する。

R4.12.21 R5.1.10 211,200 210,000 1,200 52,800円×4台＝211,200円
抗菌済バス台数4
台

抗菌済バス台数4
台

利用者が安心して利用できる環
境を整備することができた。

非常に効果的
であった

スクールバス車内に抗菌処理ウ
イルス加工を施すことで感染予
防対策及び安心して利用できる
環境整備を図ることができた。

15
中央公民館抗菌処理
事業

教育課

新型コロナウイルス感染症対策のた
め、館内の抗菌コーティング実施し、
利用者が安心して利用できる環境を
整備する。

R5.1.6 R5.1.10 139,700 139,000 700
トイレ2箇所（72㎡）64,900円
＋子育て広場（90㎡）74,800
円＝139,700円

抗菌済面積162
㎡

抗菌済面積162
㎡

利用者が安心して利用できる環
境を整備することができた。

非常に効果的
であった

子育て広場は、妊婦及び０歳児
から利用するため、抗菌処理対
策を施すことで安心して利用で
きる環境整備を図ることができ
た。

16
谷田浄化槽口座振替
システム構築事業

建設水道課

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止の一環として接触機会の低減及
びデジタル化を図るため、従前紙で処
理していた谷田浄化槽（地域合併浄
化槽）の口座振替システムを構築す
る。

R5.1.16 R5.3.28 418,000 418,000 0
口座振替システム構築委託
費418,000円

口座振替システ
ムによる振替対
象者数　65人

口座振替システ
ムによる振替対
象者数　50人

口座振替システムの構築により
接触機会の低減し感染症の感
染拡大防止及びデジタル化を
図ることができた。

非常に効果的
であった

口座振替システムを構築するこ
とにより、接触機会の低減、事務
処理時間の短縮など業務効率
化を図ることができた。

17 デジタル化診断事業 総務企画課

新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止の一環としてデジタル技術を活用
した効率的な事務プロセスの再構築を
図るため、デジタル化に関する課題の
可視化に向けた職員へのアンケート
調査・分析を委託する。

R4.6.16 R4.9.16 550,000 550,000 0
デジタル化診断業務委託費
550,000円

アンケート回答者
80人（全職員）

アンケート回答者
73人

業務効率化に向けて職員に対し
てアンケートを実施することでに
デジタル化に関する課題を可視
化することができた。

非常に効果的
であった

デジタル化推進に向けた課題や
今後の施策を検討することがで
きた。

19
学校保健特別対策事
業費補助金

教育課

児童生徒の安心安全な学習環境を確
保しつつ教育活動を確実に継続する
ため、学校の新型コロナウイルス感染
症対策等を講じる取組及び児童生徒
の学びの保障をするための取組を実
施する。

R4.6.15 R5.2.15 788,899 394,000 394,000 899
小中学校（児童数300人以
下）１校当たりの補助上限額
45万円

ディスプレイ整備
台数　1台

ディスプレイ整備
台数　1台

感染対策用の備品等を整備し
児童生徒に安心安全か学習環
境を提供することができた。

非常に効果的
であった

感染症対策を講じたことから児
童生徒の安心安全な学習環境
を確保しつつ教育活動を継続す
ることができた。

205,187,748 394,000 201,989,000 2,804,748合計
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